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○ 調査の目的
国の統計業務の効率化・報告者の負担軽減のため、企業等における国の統計調査等への対応状況とそれに伴う負担感・重複感の実態の把握

○ 調査の実施方法
・Web調査（ホームページ上で調査フォームを公開して提案を募る方法）により実施。実施に当たっては、主要な経済団体に周知依頼

○ 実施スケジュール
・書面調査の実施期間は、平成29年２月13日（月）～３月３日（金）。３月中旬以降、補足ヒアリングを実施予定

１ 調査の概要及び回答企業の属性

１

【調査の概要】

【回答企業（193企業）の属性】
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図１ 回答企業の属性（主要業種）
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図２ 回答企業の属性②（資本金等）
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２ 調査結果の概要 （1）報告等の依頼件数とその変化等
 国の統計調査の１企業当たりの年間依頼件数は、16.0件（資本金10億円未満の企業）～34.2件（資本金等100億円以上の

企業）となっている（表１）。
 また、上記件数の報告等依頼全体に占める割合は15.4％ （資本金等100億円以上の企業） ～37.2％（資本金等10億円～

30億円未満の企業）となっている。
 10年前と比べた依頼件数について、「増加」又は「大いに増加」と回答した企業は、国の統計調査が約４割（37.０％）、

報告等依頼全体が約５割（46.9％）となっている（図３）。

n=112

n=177

(%)

表１ １企業当たりの報告等依頼件数（年間、資本金等別）

（件）

10億円未満
10億円

～
30億円未満

30億円
～

100億円未満
100億円以上

報告等依頼 66.4 69.4 106.5 221.5 

国からの報告等依頼 30.5 28.8 42.4 56.7 

国の統計調査の依頼 16.0 25.8 25.7 34.2 

（依頼等全体に占める割合：％） (24.1) (37.2) (24.1) (15.4)

（注）本表の報告等依頼件数は、資本金等区分別に回答企業の当該件数を単純平均して算出したものである。
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図３ 10年前と比べた依頼件数の変化
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 国の統計調査への回答に係る負担程度について、報告者である企業の約８割以上（83.0％）は「負担」又は「ど
ちらかと言えば負担」と回答（図4）。

 また、10年前と比べた負担の程度の変化についても、企業の４割近く（37.0％）が「大いに増加」又は「増
加」と回答（図5）。

２ 調査結果の概要 （2）国の統計調査の負担感①
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図４ 国の統計調査の負担の程度
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図５ 10年前と比べた負担の程度の変化
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（合計） 181 100

【負担の程度及びその変化】



 国の統計調査への回答について「負担」又は「どちらかといえば負担」と感じている企業が、負担に感じる点は、
「他部門・支店・事業所等へのデータ提供依頼が必要」が102件と最も多く、次いで「統計調査の調査数や実施
回数が多い」及び「調査事項が多い」が共に94件と多くなっている（図６）。

 特に負担が大きいと感じる点では、「国の統計調査間で調査事項の重複が多い」については、負担に感じる点の
中では第７位であるのに対し、特に負担が大きいと感じる点の中では第１位になっている。

４

２ 調査結果の概要 （2）国の統計調査の負担感②
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58

75

79

85

94

94

102

31

16

10

26

16

16

30

0 20 40 60 80 100 120

国の統計調査間で調査事項の重複が多い

調査事項が細かい

調査票の記入に時間がかかる

調査票の記入のため、原データの再計算等が必要

調査事項が多い

統計調査の調査数や実施回数が多い

他部門・支店・事業所等へのデータ提供依頼が必要

（件数）

図６ 負担に感じる点（複数回答：上位７位まで）
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２ 調査結果の概要 （2）国の統計調査の負担感③

【報告体制及び報告等に係る業務量】

 各種の報告等の１企業当たりの担当者数を企業の資本金等別にみると、30億円未満の企業では3人程度であるのに
対し、100億円以上の企業では25人以上となっている（図7）

 また、各種の報告等への対応に要した１企業当たりの年間業務量（注参照）を資本金等別にみると、30億円未満
の企業では100人日程度であるのに対し、100億円以上の企業では874.9人日となっている（図8）。

 各種の報告等全体に占める国の統計調査の割合が件数ベースで15.4％~37.2%である（３ページの表１）ことを
踏まえれば、件数で単純に見ることはできないが、１企業当たり、上記業務量の少なくともその程度は、国の統
計調査への対応に要した業務量となっていると考えられる。

（注）業務量は「各企業の報告等の担当者数」×「担当者１当たりの業務に占める報告等への対応に要した業務の割合」×250日で算出。
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２ 調査結果の概要 （3）オンライン回答の利用状況

６

 国の統計調査について、オンライン回答が可能であるにもかかわらず、それを利用しないことのある企業の割合
は３割となっている（図９）。

 利用しない理由については、「利用方法が煩雑であること等」が25件と最も多く、次いで「回答内容の社内承認
が紙ベースであること」が９件、「社内セキュリティ上、アクセス制限があること」及び「入力設定上の制約で
回答できないこと」がともに８件となっている（図10）。

【オンライン回答の利用状況等】
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図９ オンライン回答の利用状況
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図10 オンライン回答の未利用理由（複数回答、件）

未利用理由の具体例

○利用方法が煩雑等
（例）・ログインするための調査対象者コード及びパスワードの管理が負担であり、これらを失念した場合、再発行に手間がかかる。

・質問が少ない調査や単純な選択回答形式の調査の場合は、手書きの方が早く処理できて効率的。

○回答内容の社内承認が紙ベース
（例）・回答について社内で承認を得るためには、紙（印刷物）として回答案を出力する必要がある。

○社内セキュリティ上、アクセス制限がある
（例）・外部とのセキュリティ管理が非常に厳しく、外部とのオンラインでのやりとりが困難。

○入力設定上の制約で回答できない等
（例）・非回答としたい設問がある場合、回答が未選択だったり、空欄であったりすると、次へ進めない。

○他部門・支店・事業所等への照会が難しい
（例）・複数の部門に回答作成を要請している場合、取り纏めてチェックした後に郵送送付したほうが手間がかからない。

n=58

n=193



７

２ 調査結果の概要 （4）経済統計の精緻化等の検討に当たり特に配慮すべき点
 国の経済統計の精緻化やその充実の検討に当たり特に配慮すべき点に関する提案・意見・要望（延べ206件）と
しては、「調査事項」に関するものが70件と最も多く、次いで「設問・回答肢」関係が23件、「調査方法」関係
が22件となっている。

提案・意見・要望の内容

○調査事項 ７０件
（例）・省庁間でDB等を通じて統計調査結果の共有を推進し、調査事項の重複を避けるべき。

・公開情報（有価証券報告書、決算短信等）等で把握可能なものは、それを利用することにより調査事項から除外すべき。

○設問・回答肢 ２３件
（例）・傾向把握でよい調査事項は、数値記入ではなく選択式回答にすべき。

・調査により設問の定義が異なり、データ加工に時間を要するため、定義の統一を図ってほしい。

○調査方法 ２２件
（例）・オンライン回答について、より利用しやすいよう改善を図った上で推進してほしい。

・調査対象を効率的に振り分け、１企業当たりの負担を軽減することに配慮すべき。

○調査時期 １８件
（例）・繁忙期（年末、年度末、四半期決算時期等）は調査実施を避けてほしい。

・調査実施時期の共通化・固定化が図られると回答しやすい。

○調査目的・必要性 １８件
（例）・調査の意義・目的・必要性や調査結果の活用方法を具体的に示し、企業側の理解を深めるよう努めるべき。

・調査の目的や調査結果の活用状況が明確になることで調査協力の姿勢も変わる。



２ 調査結果の概要 （5）報告者の負担軽減等に関する提案・意見・要望
 国の統計調査に係る報告者の負担軽減、回収率の向上等に関する提案・意見・要望（延べ170件）としては、
「調査事項」に関するものが63件と最も多く、次いで「調査方法」関係が28件、「調査結果のフィードバック」
関係が14件となっている。

提案・意見・要望の内容
○調査事項 ６３件
（例）・各統計調査間で重複する調査事項は、法人番号等を利用して結合しＤＢ化して、各省庁間で共有化を図るべき。

・企業名、業種、資本金、従業員数等公表している企業の基本情報は、プレプリントしてほしい。
・事業を多角化している企業の場合、売上高等の数値は事業単位に集計しているので、 事業所単位の調査は避けてほしい。

○調査方法 ２８件
（例）・オンライン回答については、事業所の多い企業を考慮し、企業ごとではなく事業所毎にアクセスできるようにしてほしい。

・事業所単位での調査において、会社全体で共通的な調査事項については本社一括回答を可能にしてほしい。

○調査結果のフィードバック １４件
（例）・調査に協力した側にメリットが出るようなアプローチとして、調査結果は回答者にフィードバックすべき。

・調査実施者は、前回調査の回答内容を保存し、調査実施時に報告者に提供してほしい。

○調査の定期的見直し・統合 １２件
（例）・産業構造の変化への的確な対応や正確性の維持の観点から統計調査の定期的な見直しを実施すべき。

・類似調査の統合を進めることで報告者の負担軽減や関係事務の効率化を図ってほしい。

○設問・回答肢 ９件
（例）・記述式回答は負担を感じるので選択式回答に変更してほしい。

・官公庁で使用されている用語の中には一般企業では定義が異なるものがあるので、極力定義を合致させてほしい。
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